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 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在していないため記載しておりません。 

４．関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資損益は記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第36期 

第１四半期 
累計(会計)期間

第37期 
第１四半期 

累計(会計)期間
第36期 

会計期間 

自 平成21年 
４月21日 

至 平成21年 
７月20日 

自 平成22年 
４月21日 

至 平成22年 
７月20日 

自 平成21年 
４月21日 

至 平成22年 
４月20日 

売上高（千円）  1,317,049  1,542,379  5,921,968

経常損失（千円）  186,594  81,016  22,776

四半期（当期）純損失（千円）  146,026  113,736  594,193

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  566,760  566,760  566,760

発行済株式総数（株）  7,618,000  7,618,000  7,618,000

純資産額（千円）  4,852,071  4,212,867  4,383,369

総資産額（千円）  7,848,401  6,293,269  6,448,864

１株当たり純資産額（円）  641.30  556.82  579.35

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円） 
 19.30  15.03  78.53

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  5

自己資本比率（％）  61.8  66.9  68.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △35,176  127,456  △617,251

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △3,835  △40,816  △49,962

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 714,602  △145,434  753,165

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 2,026,927  1,378,493  1,437,287

従業員数（人）  444  414  438



 当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

提出会社の状況 

 （注）従業員数には、契約社員・常用パート等（99名）を含めております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年７月20日現在

従業員数（人） 414   



(1）施工能力 

 施工用資産であるビケ部材の当社の保有高は次のとおりであります。 

（注） 当社の施工用資産は極めて多種多様にわたり、かつ同種の品目であっても仕様、構造、形式は一様ではありま

せん。このため、保有する主要部材で施工可能な広さを建物の架㎡数で表示しております。 

 ここに主要部材とは、支柱・踏板・手摺・ブラケット・ジャッキベース・転び止め・据置先行手摺のことであ

ります。 

  

(2）生産実績 

 当第１四半期会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．報告セグメントと従来の事業の種類別セグメントは同一であるため、前年同四半期比を記載しております。

  

(3）外注の状況 

 当社は製品の製造及び部品加工の大部分を外注に依存しております。その依存度は、外注費が製造費用に対し当

第１四半期会計期間で38.0％を占めております。 

 なお、主な外注先は、株式会社山本興業、株式会社西川製作所、株式会社カワモト等であります。 

  

(4）商品仕入実績 

 当第１四半期会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は仕入価格によります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．報告セグメントと従来の事業の種類別セグメントは同一であるため、前年同四半期比を記載しております。

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

品目別 
当第１四半期会計期間 

（自 平成22年４月21日 
至 平成22年７月20日） 

前年同期比（％） 

施工能力数（千平方メートル）  1,254  104.9

セグメントの名称 品目別  
当第１四半期会計期間 

（自 平成22年４月21日 
至 平成22年７月20日） 

前年同期比（％） 

製商品販売事業 
ビケ部材（千円）  273,911  111.2

一般仮設（千円）  26,643  70.8

 合計（千円）  300,555  105.8

セグメントの名称 品目別 
当第１四半期会計期間 

（自 平成22年４月21日 
至 平成22年７月20日） 

前年同期比（％） 

製商品販売事業 
ビケ部材（千円）  33,407  93.2

一般仮設（千円）  3,650  37.3

 合計（千円）  37,057  81.2



(5）受注状況 

 当第１四半期会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．受注高は出荷額をベースに記載しております。 

２．施工売上、その他売上は受注生産ではありませんので、該当事項はありません。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．報告セグメントと従来の事業の種類別セグメントは同一であるため、前年同四半期比を記載しております。

  

(6）販売実績 

 当第１四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．報告セグメントと従来の事業の種類別セグメントは同一であるため、前年同四半期比を記載しております。

  

 当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

セグメント
の名称  

品目別 受注高（千円） 
前年同期比 

（％） 
受注残高（千円） 

前年同期比 
（％） 

製商品 

販売事業 

製品 
ビケ部材  139,705  126.5  14,858  83.3

一般仮設  23,896  83.2  0  0.0

商品 
ビケ部材  12,024  51.8  2,075  585.8

一般仮設  10,586  57.9  355  132.3

 合計  186,213  103.1  17,289  92.7

セグメント
の名称  

品目別 
当第１四半期会計期間 

（自 平成22年４月21日 
至 平成22年７月20日） 

前年同期比（％） 

施工サービス事業（千円）  1,184,272  106.0

製商品 

販売事業 

製品 

ビケ部材（千円）  285,313  287.9

一般仮設（千円）  24,829  77.9

計（千円）  310,143  236.8

商品 

ビケ部材（千円）  11,807  44.9

一般仮設（千円）  10,231  55.3

計（千円）  22,039  49.2

 合計（千円）   332,182  189.0

報告セグメント 計（千円）   1,516,455  117.3

その他（千円）  25,924  108.6

 合計（千円）  1,542,379  117.1

２【事業等のリスク】



 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(1) 経営成績の分析  

当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、外需拡大による企業業績の回復の兆しがあった反面、円高基調

による景気の先行き不安など、懸念材料を抱えたまま弱含みで推移いたしました。 

当社に関連の深い住宅・建築業界におきましては、住宅ローン減税、贈与税非課税枠の拡充、住宅エコポイン

ト等の各種住宅関連政策の影響により、一部で住宅着工戸数に持ち直しの動きが見られたものの、雇用の先行き

不安等、所得環境は依然厳しく、住宅需要の本格的な回復には至りませんでした。  

このような状況の中、施工サービス事業では、昨年度の労働安全衛生規則の改正に対応し、他社に先駆けて住

宅足場の手すり先行工法として、『ビケ足場ＢＸ工法』の標準化を推進し、さらに『ビケ足場品質保証システ

ム』の普及推進にも努め、サービス品質向上へ向け、モデルチェンジをキーワードに重点的に注力してまいりま

した。  

 また、製商品販売事業では、昨年来開発した法改正対応商品の販売促進を加速させ、その普及に取組んでおり

ます。 

 以上の結果、当第１四半期会計期間の売上高は1,542百万円（前年同期比 17.1％増）となり、収支面でも損失

計上となったものの前年に比較し大幅な改善が見られ、営業損失85百万円（前年同期は営業損失181百万円）、経

常損失は81百万円（前年同期は経常損失186百万円）、四半期純損失は113百万円（前年同期は四半期純損失146百

万円）となりました。 

  

 セグメントの業績は、次の通りであります。 

  

（施工サービス事業） 

 施工サービス事業につきましては、既存大手の受注回復により、売上高1,184百万円（前年同期比 6.0％増）

となり、売上総利益は124百万円（前年同期比 64.5％増）となりました。 

  

（製商品販売事業） 

 製商品販売事業につきましては、法改正に対応してビケ部材を中心に受注が堅調に推移し、売上高は332百万円

（前年同期比 89.0％増）となり、売上総利益は116百万円（132.0％増）となりました。 

  

（その他） 

 その他につきましては、業務受託料および保険代理店収入等で構成されており、売上高は25百万円（前年同期

比 8.6％増）となり、売上総利益は13百万円（44.8％増）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

 当第１四半期会計期間末の総資産は、現金及び預金の減少、賃貸用仮設材の減少等により前期末比155百万円減

少の6,293百万円となりました。有利子負債は、前期末比111百万円減少の1,050百万円となりました。純資産は利

益剰余金の減少等により前期末比170百万円減少し、4,212百万円となり、自己資本比率は66.9％となりました。 

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



(3) キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比較して58

百万円減少の1,378百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は127百万円となりました。（前年同期は35百万円の減少）これは、税引前四半期当

期純損失107百万円があった一方、たな卸資産の減少額59百万円、賞与引当金の増加額49百万円、資産除去債務会

計基準の適用に伴う影響額34百万円等があったことを反映したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は40百万円となりました。（前年同期は3百万円の支出）これは、無形固定資産の取

得による支出18百万円、有形固定資産の取得による支出8百万円、貸付けによる支出6百万円等があったことを反

映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は145百万円となりました。（前年同期は715百万円の収入）これは、長期借入金の

返済による支出51百万円、社債の償還による支出60百万円、配当金の支払額34百万円があったことを反映したも

のであります。 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。  

(5) 研究開発活動 

 当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は７百万円であります。 

 なお、当第１四半期会計期間における当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見直し 

 当第１四半期会計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。 

  



(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次の通りであります。 

（注）金額には、消費税等が含まれております。   

  

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

第３【設備の状況】

事業所名 所在地 
セグメン
トの名称 

設備の内容

投資予定金額 
資金調達

方法 

着手及び完了予定年
月 

総額 
(千円) 

既支払額 
(千円) 

着手 完了 

横浜 

サービス

センター 

横浜市 

金沢区 

施工 

サービス

事業 

施工 

サービス

設備 

15,000  7,140 自己資金 
平成22年

６月 

平成22年

８月 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  26,000,000

計  26,000,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成22年７月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年９月２日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  7,618,000  7,618,000
㈱大阪証券取引所 

（市場第二部） 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。 

計  7,618,000  7,618,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成22年４月21日

～平成22年７月20日 
 －  7,618,000  －  566,760  －  649,860



  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年４月20日）に基づく株主名簿による記載をしております。

  

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式100株が含まれております。「議決権の

数（個）」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 （注）平成22年７月20日現在の自己株式は52,040株であります。 

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成22年７月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  52,000 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,565,200  75,652 同上 

単元未満株式 普通株式  800 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数  7,618,000 － － 

総株主の議決権 －  75,652 － 

  平成22年７月20日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（株）ダイサン 

大阪市中央区南本

町２丁目６番１２

号 

 52,000  －  52,000  0.68

計 －  52,000  －  52,000  0.68



【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期会計期間（平成21年４月21日から平成21年７月20日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年４月21日から平成21年７月20日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年４月21日から平成22年７月20日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年４月21日から平成22年７月20日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年４月21日から平成

21年７月20日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年４月21日から平成21年７月20日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年４月21日から平成22年７月20日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22

年４月21日から平成22年７月20日まで）に係る四半期財務諸表について、霞が関監査法人による四半期レビューを受

けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
５月 

６月 ７月 

最高（円）  305  299  300

最低（円）  280  274  271

３【役員の状況】

第５【経理の状況】



１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年７月20日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年４月20日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,378,493 1,437,287

受取手形及び売掛金 1,194,310 1,187,628

たな卸資産 ※1  677,955 ※1  737,530

その他 698,590 765,420

貸倒引当金 △21,127 △28,591

流動資産合計 3,928,221 4,099,274

固定資産   

有形固定資産   

土地 1,450,583 1,450,583

その他（純額） 365,077 356,849

有形固定資産合計 ※2  1,815,661 ※2  1,807,432

無形固定資産 97,421 81,704

投資その他の資産   

その他 506,711 505,098

貸倒引当金 △54,745 △44,645

投資その他の資産合計 451,965 460,452

固定資産合計 2,365,048 2,349,589

資産合計 6,293,269 6,448,864

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 401,847 455,757

1年内償還予定の社債 180,000 180,000

1年内返済予定の長期借入金 208,800 204,800

賞与引当金 95,064 45,250

その他 406,398 326,793

流動負債合計 1,292,110 1,212,601

固定負債   

社債 570,000 630,000

長期借入金 91,400 146,600

役員退職慰労引当金 77,400 75,900

資産除去債務 49,491 －

その他 － 394

固定負債合計 788,291 852,894

負債合計 2,080,402 2,065,495



（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年７月20日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年４月20日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 566,760 566,760

資本剰余金 649,860 649,860

利益剰余金 3,029,570 3,181,136

自己株式 △14,962 △14,962

株主資本合計 4,231,227 4,382,793

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △18,359 575

評価・換算差額等合計 △18,359 575

純資産合計 4,212,867 4,383,369

負債純資産合計 6,293,269 6,448,864



（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月21日 

 至 平成21年７月20日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年４月21日 

 至 平成22年７月20日) 

売上高 1,317,049 1,542,379

売上原価 1,181,817 1,287,845

売上総利益 135,231 254,534

販売費及び一般管理費 ※  317,049 ※  340,159

営業損失（△） △181,817 △85,624

営業外収益   

受取利息 175 150

受取配当金 7,532 7,586

その他 2,706 3,271

営業外収益合計 10,414 11,008

営業外費用   

支払利息 2,738 3,910

社債発行費 10,999 －

支払保証料 － 1,356

その他 1,453 1,134

営業外費用合計 15,191 6,401

経常損失（△） △186,594 △81,016

特別利益   

貸倒引当金戻入額 2,256 7,530

特別利益合計 2,256 7,530

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 34,273

その他 33 －

特別損失合計 33 34,273

税引前四半期純損失（△） △184,371 △107,759

法人税、住民税及び事業税 6,198 5,977

法人税等調整額 △44,543 －

法人税等合計 △38,345 5,977

四半期純損失（△） △146,026 △113,736



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月21日 

 至 平成21年７月20日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年４月21日 

 至 平成22年７月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △184,371 △107,759

減価償却費 26,131 14,719

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,250 2,635

賞与引当金の増減額（△は減少） △17,213 49,814

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,700 1,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） △196,698 －

受取利息及び受取配当金 △7,707 △7,736

支払利息 2,738 3,910

社債発行費 10,999 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 34,273

売上債権の増減額（△は増加） 341,295 △6,681

たな卸資産の増減額（△は増加） △177,061 59,574

仕入債務の増減額（△は減少） 219,677 △53,604

その他 37,431 144,495

小計 52,670 135,141

利息及び配当金の受取額 7,707 7,736

利息の支払額 △2,772 △4,584

法人税等の支払額 △93,290 △10,837

営業活動によるキャッシュ・フロー △35,684 127,456

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △7,615 △8,103

貸付けによる支出 △2,600 △6,200

貸付金の回収による収入 3,080 2,988

無形固定資産の取得による支出 △3,800 △18,270

その他 7,099 △11,232

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,835 △40,816

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 200,000 －

長期借入金の返済による支出 △34,500 △51,200

社債の発行による収入 589,000 －

社債の償還による支出 － △60,000

自己株式の取得による支出 △9,519 －

配当金の支払額 △29,870 △34,234

財務活動によるキャッシュ・フロー 715,111 △145,434

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 675,590 △58,794

現金及び現金同等物の期首残高 1,351,336 1,437,287

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,026,927 ※  1,378,493



  

  

  

  

  

  

 該当事項はありません。 

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期会計期間 

（自 平成22年４月21日 
至 平成22年７月20日） 

 会計処理基準に関する事項

の変更 

 資産除去債務に関する会計基準の適用  

  当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

  これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ519千円増加し、税引前四半期純損

失は、34,793千円増加しております。また、適用初年度の期首において計上した資

産除去債務は、48,971千円であります。 

【表示方法の変更】

当第１四半期会計期間 
（自 平成22年４月21日 

至 平成22年７月20日） 

（四半期損益計算書） 

 前第１四半期累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払保証料」は、金

額的重要性が増したため、当第１四半期累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第１四半期累計期

間の営業外費用の「その他」に含まれる「支払保証料」は753千円であります。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期会計期間 

（自 平成22年４月21日 
至 平成22年７月20日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前事業年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積額を算定しており

ます。 

２．棚卸資産の評価方法  当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、

前事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。 

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合

に、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。 

４．原価差異の配賦方法  標準原価を適用しているために原価差異が生じた場合、当該原価差異の棚

卸資産と売上原価への配賦を年度決算と比較して簡便的に実施する方法によ

っております。 

５．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】



  

（賃貸用仮設材の使用可能期間の見直し） 

 賃貸用仮設材の評価は取得年度別の総平均法による原価法に基づく取得価額から使用可能期間で均等償却した減

耗費を控除する方法によっておりますが、当第１四半期会計期間より、賃貸用仮設材の一部の部材において、使用

可能期間の見直しを行いました。この変更により、従来の基準に比べて、当第１四半期会計期間の営業損失、経常

損失及び税引前四半期純損失はそれぞれ6,123千円減少しております。  

  

  

【追加情報】

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末 
（平成22年７月20日） 

前事業年度末 
（平成22年４月20日） 

※１ たな卸資産の内訳 ※１ たな卸資産の内訳 

商品及び製品 千円563,097

仕掛品 千円53,106

原材料及び貯蔵品 千円61,751

計 千円677,955

商品及び製品 千円559,392

仕掛品 千円114,616

原材料及び貯蔵品 千円63,520

計 千円737,530

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

1,673,921 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

1,661,801

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年４月21日 

至 平成21年７月20日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年４月21日 

至 平成22年７月20日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおりで

あります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおりで

あります。 

給与手当 千円112,548

賞与引当金繰入額 千円36,493

役員退職慰労引当金繰入額 千円1,700

給与手当 千円112,974

賞与引当金繰入額 千円37,432

役員退職慰労引当金繰入額 千円1,500

貸倒引当金繰入額 千円10,368

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年４月21日 

至 平成21年７月20日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年４月21日 

至 平成22年７月20日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係 

（平成21年７月20日現在）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係 

（平成22年７月20日現在）

  

現金及び預金勘定 2,026,927千円 

現金及び現金同等物 2,026,927千円 

現金及び預金勘定 1,378,493千円 

現金及び現金同等物 1,378,493千円 



  

当第１四半期会計期間末（平成22年７月20日）及び当第１四半期累計期間（自 平成22年４月21日 至 平成22

年７月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

 金融商品の四半期貸借対照表計上額の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められないため、記

載しておりません。 

  

当第１四半期会計期間末（平成22年７月20日） 

 有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められないた

め、記載しておりません。 

  

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

株式の種類 当第１四半期会計期間末株式数（株） 

 普通株式  7,618,000

株式の種類 当第１四半期会計期間末株式数（株） 

 普通株式  52,040

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年７月８日 

定時株主総会 
普通株式  37  5 平成22年４月20日 平成22年７月９日 利益剰余金 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

（資産除去債務関係）



１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検証を行う対象となっているものであります。 

 当社は、売上形態別に業績評価を行っており、足場施工サービスを主とした「施工サービス事業」及び部

材販売を中心とした「製商品販売事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 施工サービス事業は、①ビケ足場施工サービス、②外装施工サービス、③安全コンサルティングサービス

等の事業を行っており、製商品販売事業は、ビケ部材の他、ビルなどの中高層建築工事や橋梁などに使用さ

れる一般仮設材を販売しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期累計期間（自平成22年４月21日 至平成22年７月20日） 

（単位：千円）

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、業務受託料および 

     保険代理店収入等であります。 

   ２．セグメント利益は、四半期損益計算書の売上総利益であります。 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）  

 該当事項はありません。  

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 

その他 合計 
施工 

サービス事業
製商品 

販売事業 
計 

売上高   1,184,272   332,182   1,516,455  25,924  1,542,379

セグメント利益   124,238   116,599   240,837  13,697 254,534



１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。  

   

 リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じて処理を行っておりますが、当第１四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年度末に比べ

て著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

当第１四半期会計期間末 
（平成22年７月20日） 

前事業年度末 
（平成22年４月20日） 

１株当たり純資産額 556.82円 １株当たり純資産額 579.35円

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年４月21日 

至 平成21年７月20日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年４月21日 

至 平成22年７月20日） 

１株当たり四半期純損失金額 19.30円 １株当たり四半期純損失金額 15.03円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
前第１四半期累計期間 

（自 平成21年４月21日 
至 平成21年７月20日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年４月21日 

至 平成22年７月20日） 

四半期純損失（千円）  146,026  113,736

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（千円）  146,026  113,736

期中平均株式数（千株）  7,566  7,565

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】



  

該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年９月１日

株式会社ダイサン 

取締役会 御中 

霞が関監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 藤本 勝美  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 野村 利宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイサ

ンの平成21年４月21日から平成22年４月20日までの第36期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月21日から平成21

年７月20日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月21日から平成21年７月20日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイサンの平成21年７月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四

半期財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年９月１日

株式会社ダイサン 

取締役会 御中 

霞が関監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 藤本 勝美  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 野村 利宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイサ

ンの平成22年４月21日から平成23年４月20日までの第37期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年４月21日から平成22

年７月20日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年４月21日から平成22年７月20日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイサンの平成22年７月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四

半期財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年９月２日 

【会社名】 株式会社ダイサン 

【英訳名】 DAISAN CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 三浦 基和 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区南本町二丁目６番12号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



 当社代表取締役三浦基和は、当社の第37期第１四半期（自平成22年４月21日 至平成22年７月20日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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